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１ はじめに

全国的に人口減少の局面を迎えているなか、本市の総人口は、近年も増加傾向が続

いています。この背景には、他の地域からの転入超過が続いており、その規模が自然

減を上回っていることがあります。 

しかし、この状況が将来にわたって長く続くことは見込めず、本市において

も少子化・高齢化の進行とともに、人口減少に転じることが予想されています。 

本市では、人口減少及び人口構造の変化に的確に対応しつつ、名古屋大都市

圏の中心都市として、将来にわたり圏域全体の活力を維持していくことを目的

に、平成 28 年 3 月に「名古屋市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、

総合戦略の着実な推進を図るため、毎年度の進行管理を行っています。 

戦略推進の 2 年目にあたる平成 28 年度の実施状況をふまえ、今後も引き続

き、まち・ひと・しごと創生の推進に向けて取り組んでいきます。 
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２ 名古屋市の人口の現状

1. 自然動態 

平成 28 年の出生数は 19,541 人、死亡数は 21,220 人で 1,679 人の自然減でした。 

出生数が減少傾向であることに加え、高齢化の進行などから死亡者数が増加傾向にあ

り、平成 25 年より 4年連続で、死亡者数が出生数を上回る自然減となっています。 

 なお、平成 18 年以降緩やかながらも上昇傾向にある合計特殊出生率については、

平成 28 年も 1.44 と前年に比べ上昇しています。 

■自然動態に関する推移

自然増減数：-1,679人

出生数：19,541人

死亡数：21,220人
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2. 社会動態 

平成 28 年の転入者数は 100,161 人、転出者数は 89,269 人で 10,892 人の社会増で

した。社会増の傾向は平成 23 年から続いており、その人数は毎年増加しています。 

地域別の社会増減数をみると、特に中部圏からの転入超過の状況が、高い水準で続

いている一方で、関東圏へは転出超過が一貫して続いています。 

■転入数、転出数及び社会増減数の推移 

社会増減数：10,892人

転入数：100,161人

転出数：89,269人
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3 基本目標別の実施状況

■戦略を推進するプロジェクト（平成 28 年度の主な取り組み状況）

１ 新たな価値の創造 成長産業×価値づくり産業 

○航空宇宙産業における中小企業の機械設備やソフトウェアの購入にかかる経費

の一部助成や、新規参入を支援するための普及啓発・情報提供を実施するととも

に、新規・既存参入市内企業の販路拡大を支援するため、展示会を活用した商談

支援を実施しました。 

【継続】

○当地域が誇る高度なものづくり技術を活かし、今後成長が見込まれる医療・福

祉・健康産業の振興を図るため、産学行政、病院、介護施設等の連携による「医

療介護ものづくり研究会」を開催し、医療介護に関する機器・ロボットの開発及

び普及を促進するとともに、サイエンスパークＢゾーンの整備を進めました。 

【継続】

○付加価値のある地域産業の創出を支援するため、デザイン・ものづくり交流フロ

ア「クリエイティブビジネススペース・コード」を運営しました。 

【継続】

○平成 27 年度に引き続き、ロボカップ 2017 世界大会に向けた開催準備を実施した

ほか、半年前イベントの開催などの広報活動を実施しました。 

【継続】

２ 新たな挑戦への支援 ―新事業進出支援、創業・起業支援― 

○中小企業のイノベーション活動を促進するため、参加企業97社に対してワークシ

ョップや個別指導などの研究会活動を実施するなど、新たな商品やサービスの創

出等を支援しました。 

【新規】

○中小企業の海外ビジネスチャンスの拡大を支援し、競争力強化を図るため、優れ

た製品を持ち、海外販路開拓に意欲的な中小企業に対し、専門家によるアドバイ

スにより、海外販路開拓の着手から商談実施までの一貫した支援を実施しまし

た。 

【継続】

基本

目標
1 産業競争力を活かして成長を続けるまちへ 
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○中小企業の活性化を図るため、新事業に関する相談や専門家派遣事業、創業研修、

起業家支援事業、創業準備ルームの提供など、創業や新事業の創出を、事業化ま

で各段階に応じ支援しました。 

【継続】

○成長が見込まれる企業の創業を促進するため、創業時等の経費の一部に対し、30

件の助成を行いました。 

【新規】

○中小企業のビジネスチャンスの拡大をはかり、異業種交流を促進するための国際

見本市「メッセナゴヤ」を開催（出展ブース数 1,694 小間）しました。 

【継続】

○木曽三川流域の地域経済の活性化に向けて、上中流域の生産者と下流域の仕入れ

企業との商談の場を提供する「ビジネスサミット 2016」を開催（展示会 106 社、

商談件数 1,100 件）しました。 

【継続】

３ 地域経済を支える人材の育成・確保 

○なごやジョブサポートセンター及び区役所において、国と一体となり求人ニーズ

を確実に把握した上で求職者を紹介する就労支援を実施し、目標を超える2,096

人の就職につながりました。 

【継続】

○ものづくり産業の人材育成の契機とするため、小・中学生を対象に「名古屋少年

少女発明クラブ」を運営し、ロボット教室やロボカップジュニアへ参加するロボ

ット体験事業等を実施しました。 

【継続】

４ 女性が輝く社会づくり 

○企業における女性の活躍を支援するために、「女性の活躍推進企業認定・表彰制

度」において、女性がいきいきと活躍できるような取り組みをしている企業 7社

を認定し、その中で特に優れた取り組みをしている企業 2 社を表彰しました。

また、新たに中小企業認証部門を創設し、4 社認証しました。これにより、女性

活躍推進企業数は累計 72 社となりました。 

【継続】
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○女性起業家交流会や、女性の活躍推進認定・表彰企業による交流会を開催しまし

た。 

【継続】

○子育て中の女性が子ども連れでも就職の相談等をしやすいように、なごやジョブ

サポートセンター内にキッズスペースやベビーベッドを備えた「ママサポートコ

ーナー」を設置しました。 

【新規】

■戦略推進に向けた課題 

○航空宇宙、医療・福祉・健康、ロボット、クリエイティブなどの産業については、

今後もますます成長が期待できる一方、都市間競争が一層激しくなることが予想

されます。新技術に関する民間企業との共同研究開発など、より効果的な施策の

展開に留意するとともに、世界的な新たな需要と当地域の企業の強みを見据えな

がら、今後の成長が期待される産業の創出・発展を支援していく必要があります。

� ロボカップ２０１７名古屋世界大会の開催 

○社会経済環境の変化に対応しようとする意欲的な中小企業や、厳しい経営環境に

直面している中小企業に対し、経営基盤の安定・強化などの総合的な支援を行う

ほか、国内外の活力ある企業の誘致により、地域経済の一層の活性化を図る必要

があります。 

� ＩＣＴ企業集積促進事業、中小企業新商品・サービス創出等支援事業等の

実施 

○少子化・高齢化の進行による生産年齢人口の減少が懸念されるなか、圏域の産業

が引き続き活力を維持していくためには、就労・雇用機会の創出や中小企業の魅

力の発信、多様な人材への就労支援により人材を確保するとともに、次世代を担

う産業人材の育成を図る必要があります。 

� 中小企業魅力発信・人材確保支援事業等の実施 

○誰もが働きやすい労働環境を作るため、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）を実現させる必要があります。 

� 働き方改革の推進等の実施
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■戦略を推進するプロジェクト（平成 28 年度の主な取り組み状況）

１ 訪名外客数 250 万人を目指した取り組みの推進 

○2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催及びリニア中央新幹線開

業を見据え、市民のまちへの愛着や誇りを高めるとともに、名古屋の魅力を磨き

上げ、市内外にその魅力を発信し、交流人口の増加を図ることを目的に、名古屋

魅力向上・発信戦略を策定しました。 

【新規】

○外国人観光客誘致を促進するため、アジア地域における現地旅行会社への営業活

動や海外観光レップ※の設置のほか、外航クルーズ船誘致などのプロモーション

活動を実施しました。また、海外の旅行社やマスコミによる取材旅行の受け入れ

を実施し、名古屋の魅力の紹介や認知度向上を図るとともに、多言語パンフレッ

トを作成しました。 

※ 海外観光レップ：現地旅行業界やメディア等に精通している個人又は団体

が、現地の目線で名古屋の魅力を活かした観光プロモーションを継続的かつ効

果的に実施する役割を担うもの 

【新規】

○歴史文化、モノづくり、なごやめしなどの名古屋の魅力を全国に発信するため、

首都圏、関西圏において県市連携による市長、知事のトッププロモーションや、

全国各地で行う物産展等を活用した観光プロモーションを実施しました。 

【継続】

○観光客の誘致及び都市ブランドの醸成を図るため、「名古屋おもてなし武将隊」、

「桶狭間の戦い」、「有松地区の歴史的な町並み」など、名古屋の歴史的な魅力の

堀り起こしや情報発信を実施しました。 

【継続】

○名古屋城本丸御殿の第 2期部分を公開しながら、上洛殿など第 3期の復元工事を

進め、本丸御殿障壁画の復元模写を実施しました。また、金シャチ横丁構想の実

現に向けて、第 1期整備・運営事業者の選定、事業者との協定締結及び整備に向

けた調整・準備等を実施しました。 

【継続】

基本

目標
2 

観光交流の推進によるにぎわいあふれる 

まちへ 



9 

２ おもてなしの充実 

○観光客へのおもてなしを充実させ、災害時も含めた観光客の利便性・安全性の向

上を図るため、名古屋市公衆無線ＬＡＮ（ＮＡＧＯＹＡ Ｆｒｅｅ Ｗｉ－Ｆｉ）

の整備を進め、接続箇所数を新たに 477 か所設置し、合計 1,812 か所まで拡大し

ました。 

【継続】

○外国人観光客の方にも安心して地下鉄をご利用いただけるよう、乗車券の購入方

法や観光スポットまでの行き方などをご案内するコンシェルジュ（日常英会話が

できる案内係）を、平成 28 年 5 月 1 日から名古屋駅に配置しました。 

【新規】

３ グローバルＭＩＣＥの推進強化 

○都市の知名度やイメージの向上、交流人口の増加による都市の活性化、経済波及

効果による関連産業の振興、地域の国際化、国際交流の進展に寄与するため、Ｍ

ＩＣＥの誘致を推進し、第18回結晶成長国際会議など8件の国際会議の開催を助

成しました。 

【継続】

○ＭＩＣＥ誘致における多様化したニーズに対応し、国際会議等の開催件数を増や

すために国際会議場の機能強化に向けた調査を行いました。 

【継続】

○名古屋圏における展示会機能を強化するため、平成 27 年度に実施した調査に基

づき、国際展示場第 1展示館の移転整備を進めるとともに、世界の動向も視野に

入れ、利用者ニーズなどもふまえつつ、産業交流のための更なる機能強化に向け

た調査を新たに実施しました。 

【継続】
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■戦略推進に向けた課題 

○名古屋魅力向上・発信戦略に基づき、歴史・文化、ものづくり、なごやめしなど、

これまで積み重ねてきたブランド力に、スポーツやポップカルチャーといった新

たな魅力を加え、都市イメージを編集・発信することで、「名古屋ブランド」の

確立を目指していく必要があります。 

○東京オリンピック・パラリンピックの開催やリニア中央新幹線の開業を見据え、

歴史文化やなごやめしをはじめとした本市の魅力を最大限に活かした観光プロ

モーションの推進や、来訪者の受け入れにかかるおもてなしを充実させる必要が

あります。 

� 愛知県大型観光キャンペーンの推進 

○名古屋市内に宿泊した総外国人数（年間総実人数）は、平成 27 年度には約 102

万人であり、前年度と比べ約 46 万人増加し、高い伸び率を示しました。今後、

更なる誘客に向け、効果的な海外プロモーションの実施、受入環境の整備を行う

必要があります。  

� インバウンド誘致の強化（姉妹友好都市における名古屋のＰＲ等） 

○名古屋城は特別史跡に指定されており、文化庁や特別史跡名古屋城跡全体整備検

討会議と調整を図りながら整備を進めていく必要があります。 

○大きな経済波及効果をもたらすＭＩＣＥ誘致の都市間競争が厳しくなる中、ＭＩ

ＣＥの誘致・開催支援に関する事業に積極的に取り組むとともに、主な受入施設

となる国際展示場や国際会議場の整備を進め、本市の競争力強化を図る必要があ

ります。 

� ＭＩＣＥ開催助成（助成制度の拡充及び創設）
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■戦略を推進するプロジェクト（平成 28 年度の主な取り組み状況）

１ 妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

○妊婦健康診査の実施や、地域子育て支援拠点を 87 中学校区に設置して子育て親

子の交流の場の提供や育児不安などに対する相談・援助を行うとともに、各区保

健所において子育て総合相談窓口で 70,731 件の相談を受けた他、新たに妊娠・

出産期サポーター22 人を配置するなど、妊娠から子育てにわたる切れ目のない支

援に取り組みました。 

【継続】

○民間保育所の整備や小規模保育事業実施施設など、様々な手法により利用枠を拡

大するとともに、個々のニーズに即した、きめ細かい支援策を強化することで、

国の改正前の定義に基づく除外児童数を除いた保育所等の待機児童数は4年連続

で 0 人を達成しました。 

【継続】

○子どもたちが、豊かで健やかな放課後を過ごすことができる居場所の確保をはか

り、子どもの健全育成につとめるため、トワイライトスクールを全小学校で実施

するとともに、トワイライトスクールを基盤に留守家庭の児童に対し、より生活

に配慮した事業であるトワイライトルームの実施か所数を前年度より8か所増や

し 36 か所としました。また、地域で自主的に活動する留守家庭児童育成会へ運

営助成による支援を行いました。 

 【継続】

２ 社会全体での子育て支援 

○子育てにやさしい活動を積極的に行っている企業を子育て支援企業として新た

に 23 社認定し、累計で 163 社となりました。また、その中から特に優れた活動

を行っている事業を表彰しました。 

【継続】

○出産・育児に対する不安軽減を図るため、市内 17 か所でパパママ教室を実施し

ました。 

【継続】

基本

目標
3 若い世代の希望がかなうまちへ 
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３ 一人ひとりの生き方の応援 

○いじめや問題行動などの未然防止・早期発見・早期対応を図るために設置された

なごや子ども応援委員会では、324 校で延べ 12,078 件の相談等対応を行い、児童

生徒を支援しました。 

【継続】

○市立高校生に名古屋市立大学の各研究室の研究活動を体験させました。工業高校

においては、有人飛行機の飛行実験を行い、新たにデュアルシステムコース（学

校での授業と企業での実習を組み合わせて、長期間に渡って行う教育システム）

の導入を行うなど、産業界・大学・地域との連携をはかりました。 

【継続】

○自分らしい生き方を実現する子どもを育てるため、小中一貫キャリア教育カリキ

ュラムを検討しました。 

【継続】

４ 若者の活力による魅力あふれるまちづくり 

○ＮＡＧＯＹＡ学生キャンパス「ナゴ校」の取り組みとして、「Ｃａｎｄｌｅ Ｎ

ｉｇｈｔ Ｎａｇｏｙａ2016」をはじめ、各種事業を実施したほか、地域・企業・

行政等との連携事業を行うなど、学生が社会との連携・協働を図るための支援を

行いました。 

【継続】

○平成 27 年度に策定した「学生タウンなごや推進ビジョン」に基づき、市内大学

との連携を図るとともに、学生共同活動拠点「Ｎ―ｂａｓｅ」や学生タウンなご

やポータルサイト「Ｎ―ｃｈａｎ」の開設を行いました。 

【新規】

○大学などの若い力を掘り起こして商店街とのマッチングを行い、まちの新たな魅

力やにぎわいを協働して創出する「商店街にぎわい創出支援事業」に取組み、15

件に対して支援を行いました。 

【新規】

○学生をはじめとした若者の職業意識を育成するため、インターンシップ・企業見

学会等を実施しました。併せて若者が働きやすい環境を整備するため、中小企業

におけるワーク・ライフ・バランスの推進や、若手社員の定着を支援する取組み

を実施しました。 

【新規】
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■戦略推進に向けた課題 

○核家族化の進展、地域のつながりの希薄化など子育てをめぐる環境が大きく変化

する中、地域における子育て支援施策の更なる充実を図る必要があります。 

� 地域子育て支援拠点の設置 

○国の改正前の定義に基づく保育所等利用待機児童数0人を達成することはできま

したが、特定の保育所等を希望するなどにより、保育所等を利用できていない児

童が 715 人いることを踏まえ、引き続き、待機児童対策をすすめる必要がありま

す。また、保護者が必要に応じて保育所等を利用できる環境を整えるため引き続

き、多様なニーズに対応するための事業をすすめていく必要があります。 

� 民間保育所等の設置、延長保育事業、一時保育事業等の実施か所数の拡大 

○なごや子ども応援委員会では、特にスクールカウンセラーについて、常勤職とし

て大幅な増員を繰り返す中で、人材確保が課題になっていることから、制度や採

用について全国的な規模で周知に努めるとともに、県内でも丁寧な周知活動を行

う必要があります。 

� スクールカウンセラー増員 

○「学生タウンなごや推進ビジョン」に基づき、多様な主体が連携し、学生にとっ

て魅力あるまちのブランドイメージ創出につなげ、若者から選ばれるまちづくり

をすすめていく必要があります。 

� 学生共同活動拠点「Ｎ―ｂａｓｅ」及び学生タウンなごやポータルサイト

「Ｎ―ｃｈａｎ」の運営 
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■戦略を推進するプロジェクト（平成 28 年度の主な取り組み状況）

１ 元気な高齢者の活躍と地域における支えあいの取り組み 

○元気な高齢者等が基礎的な介護技術を習得し、生活支援の提供ができるよう、高

齢者日常生活支援研修を実施し、311 人が研修を受講しました。 

【継続】

○民間事業者がひとり暮らし高齢者の見守りに参加できるよう、高齢者見守り協力

事業者登録事業を実施し、新たに 394 事業者に登録をいただきました。これによ

り、登録事業者は累計で 1,624 事業者となりました。 

【継続】

○地域の高齢者のちょっとした困りごとを地域住民が中心となって解決する仕組

みづくりを推進するため、地域支えあい事業を新たに4区14学区で開始した結果、

実施学区は16区64学区となりました。 

【継続】

○市営住宅の高齢者見守り支援事業を実施し、巡回員が9,991世帯を訪問しました。

【継続】

○孤立しがちな高齢者等が気軽に集える高齢者サロンは、新たに220か所開設され、

合計 759 か所のサロンが運営されることとなったほか、サロン実践者の育成研修

を実施しました。 

【継続】

２ 介護人材の確保 

○介護人材の効果的な確保対策について検討を行うため、新たに「介護人材確保に

関する懇談会」を設置し、4 回開催しました。また、懇談会の意見を踏まえ、平

成 29 年度のリーダー向けの研修の充実につなげました。 

【新規】

○介護事業者が介護ロボットを導入する際の費用助成を実施し、41 事業所に対し補

助を行いました。 

【新規】

基本

目標
4 高齢者がはつらつとして暮らせるまちへ 
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３ 住み慣れた地域で安心して暮らすための支援 

○在宅医療・介護の連携を推進するため、「在宅医療・介護連携支援センター」の

運営を新たに8か所で開始し、市内合計16か所で医療・介護関係者や地域住民か

らの相談に対応するとともに、多職種連携のための研修や情報共有の支援を実施

しました。

【継続】

○民間特別養護老人ホームへの整備補助を新たに 8か所行うとともに、小規模多機

能型居宅介護事業所への整備補助を 2か所行いました。 

【継続】

○市内に3か所ある認知症疾患医療センターにおいて認知症に関する医療面の充実

と、医療と介護・福祉の連携強化を図りました。 

【継続】

○認知症地域支援推進員を31人設置し、地域における認知症の方を支援するネット

ワーク体制の構築等を実施しました。 

【継続】

○市内 29 か所のいきいき支援センターに認知症初期集中支援チームを設置し、認

知症の初期支援を包括的、集中的に実施しました。 

【継続】

■戦略推進に向けた課題 

○平成28年6月から開始した「介護予防・日常生活支援総合事業」は、介護予防や

給付の適正化という点から有効な取組みであるため、今後も適切に事業展開をす

すめる必要があります。 

○介護サービス提供基盤の整備や介護人材確保対策に必要となる事業量が増加す

る傾向にありますが、今後も安定的に運営していく必要があります。  

○介護が必要な状態や認知症になった場合であっても、住み慣れた地域で安心して

暮らせるよう、地域の中の多様な生活支援サービスの充実や、認知症の方や家族

への支援、在宅医療・介護の連携を図り、地域包括ケアシステムの構築を推進す

る必要があります。 

� 在宅医療・介護連携の推進等 
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4 成果指標の実績 

※現時点までに平成 28 年度の数値が確定せず。 

指 標 
策定時の値
(26 年度)

27 年度 
実績値 

28 年度 
実績値 

31 年度 
目標値 

進ちょく
状況 

基本目標１ 産業競争力を活かして成長を続けるまちへ

法人事業所数 95,821 97,190 98,188 107,200 Ｂ 

新事業進出等に取り組む企業の割合 28.4％ 29.4％ 30.3％ 36.6％ Ｂ 

Ⅰ

次世代産業の振興

製造業の付加価値額  
11,518 億円

（25 年） 

11,475 億円

（26 年） 

― �

（27 年） 

12,700 億円

（31 年） 
― 

産業見本市、展示会来場者数 242 万人 253 万人 228 万人 284 万人 Ｄ 

Ⅱ

地域産業の持続的成長による域内経済の活性化

法人設立等件数 4,763 件 5,015 件 4,980 件 5,190 件 Ａ 

設備投資の実施率 18.7％ 23.0％ 22.8％ 22.4％ Ａ 

基本目標２ 観光交流の推進によるにぎわいあふれるまちへ 

観光総消費額 3,204 億円 ― 
3,800 億円

（27年度）
4,200 億円 Ａ 

観光客数 3,965 万人 ― 
4,331 万人

（27年度）
4,700 万人 Ａ 

Ⅰ

インバウンドの推進およびＭｌＣＥの誘致による圏域の活性化 

外国人宿泊者数 56 万人 ― 
102 万人 

（27 年度）
97 万人 Ａ 

国際会議の年間開催件数 
163 件 

（26 年） 
― 

178 件 

（27 年）

180 件 

（31 年） 
Ａ 
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指 標 
策定時の値
(26 年度)

27 年度 
実績値 

28 年度 
実績値 

31 年度 
目標値 

進 ち ょく
状況 

基本目標３ 若い世代の希望がかなうまちへ

子育てしやすいまちだと 

思う市民の割合 81.6％ 80.2％ 81.0％ 85％ Ｄ 

若い世代（0~24歳）の 

転入超過数 
6,192 人 6,889 人 7,867 人 7,000 人 Ａ 

Ⅰ

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり

子育て支援に取り組んでい

る企業数（子育て支援企業

認定数）（累計） 

136 社 142 社 163 社 170 社 Ａ 

保育所等利用待機児童数 0 人 0 人 0 人 0 人 Ａ 

Ⅱ

若者が活躍できる環境づくり

若い世代が「①訪れたい」

「②暮らしたい」と思う魅

力的なまちだと感じる若者

の割合 

① 55.3％ 

② 70.4％ 

① 58.4％ 

② 67.9％ 

① 33.2％

② 61.9％

① 66.5％ 

② 81％ 
Ｄ 

市内にある大学の学生のう

ち出身が東海3県外である割

合 

15％ 14％ 14％ 19％ Ｄ 

基本目標４ 高齢者がはつらつとして暮らせるまちへ 

健康であると感じている 

高齢者の割合 
65.7％ 67.7％ 72.6％ 80.0％ Ａ 

就労や地域活動・ボランティア・

ＮＰＯ活動などに参加している高

齢者の割合 

44.8％ 48.7％ 51.3％ 50.0％ Ａ 

Ⅰ

地域での支えあいの仕組みづくりと地域包括ケア 

地域支えあい事業の実施区

数 
12 区 12 区 16 区 16 区 Ａ 

在宅医療・介護連携支援セン

ター開設区数 
8 区 8 区 16 区 16 区 Ａ 
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成果指標の進ちょく状況について 

成果指標について、平成31年度の目標値の達成に向けて、平成28年度の実績値がどのような進ちょ

く状況にあるかを、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄで示しています。 

成
果
指
標

進ちょく状況 基  準 

Ａ 
各年度の基準値を達成しているもの 

（各年度の実績値－戦略策定時の値）／各年度の基準値≧100% 

Ｂ 
各年度の基準値の 50％以上 100％未満のもの 

100%＞（各年度の実績値－戦略策定時の値）／各年度の基準値≧50% 

Ｃ 
戦略策定時の値以上であり、各年度の基準値の 50％未満のもの 

50%＞（各年度の実績値－戦略策定時の値）／各年度の基準値≧0% 

Ｄ 
戦略策定時の値を下回っているもの 

0%＞（各年度の実績値－戦略策定時の値）／各年度の基準値 

（注） 原則として、戦略策定時の値と平成31年度の目標値との直線補間により、各年度の基準値※（戦略策定時の値と

の差分）を算出し、上表のとおり判定しています。 

   ※各年度の基準値＝（平成31年度の目標値－戦略策定時の値）×（経過年数／5） 
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5 地方創生交付金対象事業の実績 

達成度は、目標値に対する実績値の割合を表し、目標を達成した KPI については「達成」

と表記しています。

□地方創生加速化交付金 

事業名 KPI 目標 実績 達成度 

若い世代に選ばれる

戦略的拠点都市創

生プロジェクト

仕事と生活のバランス

が希望どおりであると思

う市民の割合 

36.6% 35.2% 96％ 

働く意欲があるが、現在

働く場がなく困っている

市民の割合 

5.6% 4.2% 達成 

大学と連携したポータ

ルサイトのアクセス件数
年間 80,000 件 年間 32,447 件 41％ 

歩行者通行量 

(都心部 6 地点の合計)
46,100 人／日 56,721 人／日 達成 

映像コンテンツを活

用した海外への情報

発信事業 

外国人宿泊者数  72 万人 ― 

※

― 

観光総消費額 3,600 億円 ― 

※

― 

※現時点までに平成 28 年度の数値が確定せず。 

□地方創生推進交付金 

事業名 KPI 28 年度目標 28 年度実績 達成度 

中小企業イノベーション

創出促進事業 

全体セミナーの参加

企業数 
50 社 86 社 達成 

中小企業魅力発信・人

材確保支援事業 

就職期の若者（20

～24 歳）の転入超

過数 

6,012 人 6,955 人 達成 

女性活躍、ワーク・ライ

フ・バランスの推進によ

るナゴヤの活性化 

女性の活躍推進及

びワーク・ライフ・バラ

ンスに取り組んでい

る企業数 

71 社 72 社 達成 

仕事と生活のバラン

スが希望どおりであ

ると思う市民の割合 

34.0% 35.2% 達成 
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